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2010年までに「欧州高等教育圏」の建設を目指して

各国の事前関与と相まって

高等教育の質保証と制度の共通化を目指す

各国の事前関与と相まって

高等教育の質保証と制度の共通化を目指す

国際機関等における検討国際機関等における検討 ヨーロッパにおける取組例ヨーロッパにおける取組例

②ユネスコ
高等教育機関に関する情報ポータル
高等教育機関に関するポータルサイト作成のため、１８カ国程度が
参加するパイロット･プロジェクトを実施。日本も参加。

国際的な大学間の競争と協働が進展（分校、提携、ｅラーニン

 
グなど）

学位等の国際

通用性の確保

ボローニャ宣言（1999年）ボローニャ宣言（1999年） 欧州29カ国の教育大臣が署名
（2007年5月には46ヶ国に拡大）

ユネスコ決議（2003.11）：
各国に高等教育の質保証体制の充実を要請

英独仏の高等教育の特徴

＊

 

実質的に、ほぼすべてが国立（州立）

＊

 

新規の大学設置は、ほとんどない

・

 

３段階構成の学修課程の導入
学士（3年）、修士(2年）、博士（3年）

・

 

ECTS（ヨーロッパ単位互換システム）を更に普及
・

 

学位の学修内容を示す共通様式（「ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ･ｻﾌﾟﾘﾒﾝﾄ」）の
2005年以降の本格的導入

・

 

質の保証の共通システムの構築；
＊各国の質保証システムの中で、

①機関の内部評価および外部評価の実施、
②アクレディテーションを含む質の保証システムを構築

＊欧州質保証ネットワーク（ENQA）において、
欧州における質の保証におけるスタンダード、
手続き、指針の開発、適切なピア・レビューの方策検討

・

 

３段階構成の学修課程の導入
学士（3年）、修士(2年）、博士（3年）

・

 

ECTS（ヨーロッパ単位互換システム）を更に普及
・

 

学位の学修内容を示す共通様式（「ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ･ｻﾌﾟﾘﾒﾝﾄ」）の
2005年以降の本格的導入

・

 

質の保証の共通システムの構築；
＊各国の質保証システムの中で、

①機関の内部評価および外部評価の実施、
②アクレディテーションを含む質の保証システムを構築

＊欧州質保証ネットワーク（ENQA）において、
欧州における質の保証におけるスタンダード、
手続き、指針の開発、適切なピア・レビューの方策検討

学位等の国際

通用性の確保

米国・豪州等を発端に、世界各国においても「ディグリー・

ミル（学位販売業者)」による学習者被害の問題が顕在化

学位等の国際

通用性の確保

高等教育の質保証を国際的な観点から検討することが

世界的な重要課題に

①ユネスコ／ＯＥＣＤ

 

国境を越えて提供される高等教育の
質保証に関するガイドライン

質の高い教育を提供する枠組みの構築、学生等の保護のために

 
「政府」、「高等教育機関」等が取り組むべき事項を指針として提唱。

２００４年４月以降３回の策定会合を経て、ガイドラインを採択。
(ユネスコ(２００５年１０月)、ＯＥＣＤ(２００５年１２月))

ディグリー・ミル等からの学習者等の保護の観点
米国・豪州等を発端に、世界各国においても「ディグリー・

 
ミル（真正な学位と紛らわしい称号を供与する者)」による

 
学習者被害の問題が顕在化。これを踏まえ、我が国の大

 
学における実態調査を実施・公表。

大学教育のグローバル化や、学生や教員の流動性の高まり等により、国際的な質保証を

 図っていくことが喫緊の課題。
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2-1 「単位互換制度」について

国立

 

公立

 

私立

外国の大学との単位互換制度を設けている大学は274大学。平成18年度よりさらに増加し、全大

 学の36.9％に達している。

（２）単位互換の実施状況（平成19年度、大学学部）

（１）単位互換制度の概要

日本の大学日本の大学

外国の大学外国の大学

日本の大学で修得した単位
（６４単位以上）

外国の大学で修得した単位
（６０単位以内）

組織 教育課程（学部の場合）

（日本の大学で修得したものとみなす）

○昭和４７年の大学設置基準改正により、学生が他の大学又は短期大学において履修した授業科

 目について修得した単位を当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすことがで

 きることが可能（学部の場合、卒業要件の１２４単位のうち修得できる上限は３０単位）

○平成１１年より、単位互換の上限が拡大され、学部の場合６０単位まで単位互換が可能

○複数大学間における単位互換等を活用することにより、双方の大学においてそれぞれの

学位を授与すること（ダブル・ディグリー）が可能

留学

（単位互換のイメージ図）
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2-2 「単位制度」について

（１）日本の単位制度 （２）米国の単位制度

○１単位は「４５時間の学修（授業内の講義等や授

 業外の予習・復習等を含む）」で構成
※１単位の構成の例：
①教室での講義１５時間＋予習・復習等の時間３

 ０時間＝４５時間
②実習３０時間＋実習の準備等や復習等の時間１

 ５時間＝４５時間

○修了要件（学士課程）：１２４単位以上

例）国際基督教大学
卒業要件（４月入学生の場合）：１３６単位

履修コース：
１．全学共通科目４７単位

・英語教育プログラム（２２単位）
・一般教育科目（２１単位）
・保健体育科目（４単位）

２．専門科目８９単位
・基礎科目（１８単位）、専攻科目（２１単位）、

 

選択科目（４１

 
科目）、卒業研究（論文作成、９単位）

※ダブルメジャーや、メジャー、マイナーを選択することも可能

○１単位の価値はセメスター制（２学期）、クウォータ

 制（４学期）によって異なる
※１単位の構成の例

４５時間（セメスター制）、３０時間（クウォータ制）

○修了要件（学士課程）：
１２０単位（セメスター制）
１８０単位（クウォータ制）

例）コーネル大学
卒業要件：１２０単位３４コース
履修コース：
１．フレッシュマン・ライティングセミナー（２コース）
２．外国語（１外国語４コース、２外国語６コース）
３．一般教養（９コース、物理・生物科学、定量的・形式的論証、

 
社会科学・歴史・人文・美術から履修）

４．主専攻
英文学の場合（３４単位６～８コース）

５．選択科目（１５単位４コース）
６．体育（非要件、２コース）

※単位に加え、授業科目ごとに付与されるコース数を一定数

 
取得することが必要

○「単位制度」とは、大学における授業の履修に係る学生の学修量を測る制度
構成要素：１単位数（基礎的な量）、総単位数（全体量）、科目配分（科目区分、課程区分）、

履修選択（用意単位数、年次履修）、評価（単位認定）

○学生の学修量を時間という概念で測定するため、米国において創始・発達
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2-3 各大学における単位互換のプロセス

（例１：同一の授業科目として位置づけ単位を互換する例）

我が国Ａ大学

米国Ｂ大学

Ａ大学シラバス（授業科目や成績評価を可視化）

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

（
経

 済

 学

 ）

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

（
学

 士

 （
グ

 ロ

 
ー

 バ

 
ル

 
ビ

 ジ

 

ネ
ス
学
）
）

単位互換

Ｂ大学シラバス（授業科目や成績評価を可視化）

成
績
評
価

成
績
評
価

Ａ大学とＢ大学で互換可能な

 
授業科目をリスト化

（リスト例）
A大学 B大学

数学（リベラルアーツ専
攻向け数学）

数学（数学探究）

数学（大学代数学） 数学（数学の基本）

化学（化学入門）
化学（私達の世界における
化学）

生物学（生物学入門） 生物学（一般生物学）

人文映画研究 人文（映画へのアプローチ）

哲学（哲学入門） 哲学（哲学入門）

政治学（米国の政治シス
テム）

政治学（米国政治入門）

歴史（日米関係の歴史） 歴史（東アジア文明）

心理学（心理学） 心理学（心理学入門）
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2-3 各大学における単位互換のプロセス

（例２：異なる授業科目間の単位を互換する例）

我が国Ｃ大学

中国Ｄ大学

Ｃ大学シラバス（授業科目や成績評価を可視化）

○英語による授業（４単位以上）

・対外報道

・政治メディア

 

等

○上級中国語（４単位）

○中国語による授業（１８単位以上）

・中国メディア史

・テレビ番組制作

 

等

○日本語による授業（４単位）

・マスメディアと日本社会

 

等

○現地提供するＡ大学の単位を読替

 
（９単位）

○英語・日本語による基盤教育科目

 
（１年次２３単位）

○専門教育（３年次３７単位）

・日本外交史

・広告メディア戦略

・雑誌編集と出版

 

等

○卒業研究（４年次４単位）

○現地提供するＢ大学の単位を読替

 
（４１単位）

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

（
文
学
学
士
）

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

（学

 士

 （国

 際

 教

 養

 ））

単位互換

Ｄ大学シラバス（授業科目や成績評価を可視化）

成
績
評
価

成
績
評
価
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2-4 学生が海外への留学を通じて単位互換を行う手続例

出発前 帰国後

学
生
が
単
位
互
換
を
含
む
履
修
計
画
を
作
成

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
・
所
属
課
程
長
の
承
認

留
学
先
で
の
履
修
登
録

留学中

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
相
談
の
上
、

履
修
計
画
の
変
更

新
の
履
修
計
画
を
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に

E
-m

ail

で
送
付
、
承
認

終
学
期
の
履
修
登
録
時
に
単
位
互
換
申
請
書
を
作
成
し
、

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
帰
国
前
に
提
出

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
帰
国
後
履
修
す
る
科
目
を
相
談

正
式
に
単
位
互
換
申
請
書
を
提
出

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
、
所
属
課
程
長
、
学
内
会
議
の
承
認

留
学
先
で
発
行
さ
れ
た
成
績
表
を
提
出

履
修
登
録
終
了

科
目
履
修

※毎学期、この行程を繰り返す

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
変
更
無
し
の
報
告

完
了

計
画
通
り
履
修
で
き
る
場
合

計
画
変
更
が
必
要
な
場
合

成
績
・
単
位
の
取
得

ビザ取得、宿舎確保など

 
所要の手続

卒業後のキャリア形成

 
支援（就職支援、他大

 
学への進学等）
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○授業、研究、論文作成の単位上の扱いが国により異なる
→例として、修士課程では日本の大学は研究への参加が中心のため、授業を中心とする欧米の

 大学の中でこれを何単位として換算するか明確な基準がなく、大学間で基準を作成するのに時間

 を要する
→海外では学士課程段階で論文を作成する例が少なく、日本の大学の学士課程で提出した論文

 の単位の取り扱いが不明な場合がある
○日本の成績評価が厳格でないとの指摘もみられる

○

 

単位認定の対象となる授業科目や

 単位量の決定

○ 成績評価

○

 

派遣・受入の人数、授業料等
A大学 B大学

2-5 各大学における単位互換プロセスの現状と課題

・・・学位プログラム

課題

学生交流・留学

単位認定
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GPA （Grade Point Average）制度とは、授業科目ごとの成績評価を、成績毎にポイント

 化し、単位あたりの平均ポイントにより成績管理等の基準として用いる制度。
大学設置基準の改正により、成績評価の厳格性及び客観性を確保することとされたこと

 を受け、客観的な評価基準を導入することが重要であり、平成19年度時点で、GPA制度

 を導入する大学は約4割となり、増加傾向にある。

295大学

実施大学数
63大学

総大学数
644大学

719大学

実施割合
9.8%

41.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

H12 H19

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

2-6 GPA制度について

（１）GPA制度の現状

・進級判定の基準として活用

・卒業・修了判定の基準として活用

・早期卒業・修了や，大学院への早期

 入学の基準として活用

・学生に対する個別の学習指導に活

 用

（２）GPA制度の活用状況（例）

（大学学部）

（３）GPA制度の導入状況（大学学部）
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シラバスとは、授業科目名、担当教員名、講義目的、講義概要、毎回の授業内容、成績評価方法、

 教科書や参考文献、履修する上での必要な要件等を詳細に示した授業計画。
学修の成果にかかる評価、授業の方法、内容、授業計画等については、大学設置基準の改正によ

 り、平成20年度から、あらかじめ明示することとされた。
平成19年度で既に、ほぼ全ての大学で全授業科目のシラバスを作成しており、授業評価の方法、

 基準等も9割以上の大学がシラバスに明示している。

2-7 シラバスについて

国立

 

公立

 

私立

全授業科目のシラバスを作成した大学は691大学。平成18年度よりさらに増加し、全大学の96.1％に

 達した。

（３）シラバスの作成状況（平成19年度、大学学部）

・授業の狙い

 

・準備学習等についての具体的な指示
・授業の概要

 

・準備学習等に必要な学習時間
・各回ごとの授業内容

 

・オフィス・アワーの明示
・教科書、参考文献の指示

 

・担当教員からのメッセージ

・成績評価の方法、基準

 

・担当教員の連絡先
・到達目標

 

・履修する上での必要な要件

（２）シラバスの内容の例（平成19年度、大学学部）

（１）シラバスについての現状
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2-8 単位授与、成績評価の可視化に向けた取組例

概要

具体的な内容

これまでの成果

・同志社大学においては、組織的に成績評価の厳格化に取り組

 
むため、学生支援システム（ＤＵＥＴ）を構築し、シラバスの統一

 
フォーマットによる情報公開、ＧＰＡ得点分布の公表、学生の授

 
業評価結果の公表等を全学的に実施。

・学生がシラバスの内容を確認して履修登録を行うことにより、絶えずシラバスの内容充実が図られるサイクルが稼動

・シラバス情報と図書目録情報の連携機能により図書館利用者が増加

・ＧＰＡ得点分布等の多様な情報が公開されることで、成績評価の厳格化や標準化に対する教員の意識改革が浸透

・履修放棄の割合が減少するなど、学生の履修に対する意識も改善

・教育開発センターにおいて、全学共通方針を整備しつつ、各

 
学部での弾力的な活用を可能に

・シラバスの項目内容の統一をはじめ、システム上のシラバス、

 
成績評価、各科目のＧＰＡ得点分布、授業評価アンケートの結

 
果を確認することが可能

・全学的なＦＤ推進組織の下で、統一的な方針を定めるととも

 
に、各学部においてもＦＤ委員会の設置を義務づけ、学部の特

 
性を生かしたＦＤ活動を展開

同志社大学ＤＵＥＴホームページ

（https://duet.doshisha.ac.jp/demo/index.html）
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3-1 欧州単位互換制度（ＥＣＴＳ）について

１．概要
ボローニャ・プロセスにおいては、各国間で異なる単位制度を尊重しつつ、円滑に単位を互換できるようにするため、

 
統一的な単位であるＥＣＴＳ（European Credit Transfer System）を設けている。

３．成績評価
７段階制をとり、百分率で表記

Ａ：上位１０％
Ｂ：１１～３５％
Ｃ：３６％～６５％
Ｄ：６６％～９０％
Ｅ：下位１０％
ＦＸ：不合格（いま少しの努力を要する）
Ｆ：不合格（相当の努力を要する）

※クラスが小規模な場合等においては、複数学期

 
の成績を通算したり、他の類似科目と通算して評価

 
するなどの対応も認められる

４．その他
○欧州域内で留学を希望する学生は、ＥＣＴＳ単位に

 
よる習得を事前に申請し、出身大学及び受入大学と

 
の間で合意するものとする

○各大学においては、ＥＣＴＳに換算した科目一覧表や

 
履修案内を必ず英文で作成し、閲覧可能な状態にし

 
なければならない
（一覧化すべき項目）
・科目の題名・科目コード
・科目の種類（講義、演習等）・科目の程度（初歩的、

 
専門的）
・対象学年・開講学期
・ＥＣＴＳ数・科目の目的（目標とされる学習成果）
・履修のための前提条件・科目の内容
・参考文献・教育方法
・成績評価の方法・授業で用いる言語

２．ＥＣＴＳの換算方法
・フルタイムで学習プログラムに臨む学生が１年間に取得すべき単位を６０ＥＣＴＳとする（したがって、学士課程の修

 
了には３～４年かかるため、１８０～２４０単位となる）
・学生の勉強時間は１学年に１５００時間～１８００時間程度とされるため、１ＥＣＴＳあたりの学習量は２５～３０時間と

 
して換算
・個々の科目にＥＣＴＳを割り当てる際は、各科目の構成や成績評価、推測される学習量等を踏まえて決定するととも

 
に、定期的にチェックを受ける
・学習量については、講義・演習など授業への出席以外の実習、自習、教室外学習等も含まれる

12



3-2 ＡＣＴＳ（ASEAN Credit Transfer System）について

１．概要

○ＡＵＮ（ＡＳＥＡＮ大学連合）においては、域内における共通の単位互換制度として、ＡＣＴＳの検

 討を進めており、概ね合意が形成されつつある。

○本枠組は既存の各国・各大学の単位制度を尊重するものであり、その修正を求めるものではな

 い

２．ＡＣＴＳの枠組案
○各大学がＡＣＴＳに参加するには事前の認可が必要であり、単位互換に際しては、互換対象とな

 るコースとの間に相当のマッチングがあることが条件
○単位の考え方は以下のとおりとし、モニタリングの結果により調整

－１単位は１セメスターにおける２５～３０時間の学習量に概ね相当し、以下の教育活動に基づ

 いて換算
・コース（講義、セミナー、実験、チュートリアル、インディペンデントスタディ、インターンシップ、

 フィールドワーク等）
・学習活動（講義への出席、宿題の提出、論文の作成、文献の読了、プレゼンテーションの実行

 等）
・評価（口頭試問、筆記試験、プロジェクトリポート、ポートフォリオ等）

○成績評価はＡ～Ｆの７段階（ＥＣＴＳと同一）

○ＡＣＴＳの活用に当たっては、学生の申込書、大学と学生の間の協定、成績証明書、サティフィ

 ケート等の文書を作成。その際、学習成果や習得される技能について明確にするものとする

３．推進体制

○ＡＣＴＳの事務局はインドネシア大学に置かれ、ＡＵＮと連携して推進 13



3-3 ＡＵＮ（ASEAN University Network）について

１．創立

２．目的

３．活動内容

４．事務局
構成メンバー

ブルネイ・ダルエスサラーム大学（ブルネイ）

プノンペン王立大学（カンボジア）

インドネシア大学、ガジャマダ大学、バンドン工科大学（インドネシア）

ラオス国立大学（ラオス）

マラヤ大学、サンマレーシア大学、ケバンサン大学（マレーシア）

ブルネイ・ダルエスサラーム大学（ブルネイ）

プノンペン王立大学（カンボジア）

インドネシア大学（インドネシア）

マラヤ大学（マレーシア）

ヤンゴン大学（ミャンマー）
ヤンゴン経済大学（ミャンマー）

ベトナム国立大学ハノイ校（ベトナム）

ベトナム国立大学ホーチミン

 

校（ベトナム）
チュラロンコン大学

 

（タイ）
ブラパ大学（タイ）

マヒドゥル大学（タイ）

シンガポール国立大学（シンガポール）
ナンヤン工科大学（シンガポール）

デラサル大学（フィリピン）
アテネオ・デ・マニラ大学（フィリピン）
フィリピン大学（フィリピン）

・ＡＳＥＡＮ研究の推進

・フォーラムや著名研究者によ

 るＡＳＥＡＮ大学の訪問事業

・日本（ＳＥＥＤ－Ｎｅｔ）、韓国、

 中国、ロシア、インド、ＥＵとの

 協力事業の展開

１９９５年にＡＳＥＡＮ加盟国と１３大学によりネットワーク形成を決定（現在は２１大学が加盟）

ＡＳＥＡＮ域内の大学間における既存のネットワークを強化し、連携によるプロジェクトを推進

サン・マレーシア大学（マレーシア）

ケバンサン・マレーシア大学（マレーシア）

バンドン工科大学（インドネシア）

チュラロンコン大学（タイ）内に設置

ガジャマダ大学（インドネシア）

ラオス国立大学（ラオス）
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3-4 ＵＭＡＰ（アジア太平洋大学交流機構）について

１．現状等
○

 

UMAP(University Mobility in Asia and the Pacific：アジア太平洋大学交流機構）は、高等教育分野における政府、又は非

 
政府の代表からなる任意団体であり、アジア太平洋地域における高等教育機関間の学生・教職員の交流促進を目的として平成

 
３年に発足（当時参加国１８ヶ国、現在３４ヶ国）。

○

 

平成１０年８月、バンコクで開催されたUMAP総会において、日本が提案した「UMAP憲章」を採択するとともに、UMAP国際

 
事務局の設立（東京に設置）及び国際理事会の設置を可決。

○

 

平成１７年、平成１８年以降の次期国際事務局にタイが立候補、国際理事会において決定し、平成１８年３月、国際事務局が

 
日本からタイへ移管。

○

 

現在、加盟各国との連携・協力の下、UMAP単位互換方式(UCTS: UMAP Credit Transfer Scheme）に基づく単位互換普

 
及等により、地域内の学生交流を促進。

日本においては、日本学生支援機構が実施する留学生交流支援制度において、UMAP単位互換方式等特色ある単位互換

 
を活用した短期留学プログラムを実施する大学に対して、奨学金等の割当を行っている。

２．今後の展開
○

 

加盟各国のUCTSの積極的な参加と普及を推進し、アジア・太平洋地域における学生等の交流を推進。
○

 

将来は、欧州の同様なプログラムであるエラスムス計画との連携・協力なども視野に入れて、グローバルな大学間交流ネット

 
ワークが構築されることを期待。

（参考）ＵＭＡＰ会員の参加対象国・地域（国名はアルファベット順、ＵＭＡＰ理事国）（平成21年7月現在）
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外国人留学生を受入れた場合

例；我が国のＡ大学の場合
Ａ大学工学部建築学科を卒業に必要な単位数：１２４単位
１年間に取得する平均単位：１２４単位÷４年間＝３１単位
１学期に取得する平均単位：３１単位÷２学期＝１５．５単位
Ａ大学受入れUCTS 単位点：３０単位点÷１５．５単位

 

＝１．９４単位点

（１単位＝１．９４単位点）
Ａ大学工学部建築学科で１学期中に科目 ○概論２単位取得
２単位×１．９４UCTS 単位点＝３．８８単位点

成績表記入例

我が国の大学の学生を派遣した場合

例；我が国のＡ大学が海外のＢ大学へ学生を派遣した場合
Ｂ大学工学部デザイン学科を卒業に必要な単位数＝７２単位
１年間に取得する平均単位：７２単位÷４年間＝１８単位
１学期に取得する平均単位：１８単位÷２学期＝９単位
Ｂ大学受入れUCTS 単位点：３０単位点÷９単位＝３．３３単位点

（１単位＝３．３３単位点）
Ｂ大学工学部デザイン学科で１学期中に科目 ■理論１単位取得
１単位×３．３３UCTS 単位点＝３．３３単位点
Ａ大学UCTS 単位点：１．９４単位点

３．３３単位点÷１．９４単位点＝１．７２単位

Ａ大学工学部建築学科での単位互換例

UCTS 標準換算単位

４年間

 

２４０単位点
１年間

 

６０単位点
１学期

 

３０単位点（セメスター制の場合）
１学期

 

２０単位点（３学期制の場合）
１学期

 

１５単位点（４学期制の場合）

【UCTS 評価基準】

注１）

 

UCTS 評価基準は７段階を採

 
用する。
注２）

 

７段階に一定の相対評価基準を

 
組込む。
注３）

 

ＦｘとＦの違いは、単位取得まで

 
に要求される学
修努力の程度の差を示す。

段階 評価 相対基準

１ A Excellent １０％

２ B Very Good ２５％

３ C Good ３０％

４ D Satisfactory ２５％

５ E Sufficient １０％

６ Fx Fail

７ F Fail

科目名 講義機関
A大学 UCTS

評価 単位 評価 単位点

Introduction
of ○

2000/10～

2001/03
良

（B）
２ C 3.88

科目名 講義機関
UCTS A大学

評価 単位点 評価 単位

■理論
2000/10～

2001/05
D 3.33 可

（C）
２

3-5 ＵＭＡＰにおける標準的な単位換算のスキーム
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3-6 欧州における単位互換を支える諸制度

（ボローニャ・プロセス）

ＥＣＴＳ（欧州単位互換制度）

○学習量

１ＥＣＴＳあたりの学習量：２５～３０時間

１年間で取得すべき単位：６０ＥＣＴＳ

○成績評価

７段階制で実施

相対評価で表記

○各国の単位との換算方法

○学位の段階に応じた学習目標
○プログラムの構造
○学習量
○成績評価
○質の向上策
○単位換算（ECTSを活用）

チューニング（学問分野ごと

 にコアカリキュラムを作成）

○各国の学位制度の整理（学士、修士、博士の３段階）
○国境を越えたジョイント・ディグリー
○大学自らによる質保証、第三者機関による質保証

欧州域内の大学が容易に比較可能となり、単位互換を促進

 →各国機関が自国のシステムの中で認証評価を実施

その他の取組
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3-7 エラスムス計画とエラスムス・ムンドゥス計画

１．エラスムス計画（The European Community Action 
Scheme for the Mobility of University Students : 
ERASMUS）

・

 

EU（計画当初はEC）加盟国間の人物交流協力計画の一つで

 
あり、大学間交流協定等による共同教育プログラムを積み重ね

 
ることによって、「ヨーロッパ大学間ネットワーク」を構築し、EU加

 
盟国間の学生流動を高め、

 

EUの経済力の強化と加盟国間の

 
結合を促進。

• 1987年に開始され、初年度３，２４４名を支援。予算額２２０万

 
ＥＣＵ（約３億円（当時）

 

）。

• 現在第４期（2007-2013年）、２００８年度予算額は４億１５百万

 
ユーロ（約５００億円）。

 

182,697人の学生、31,988人の教官の

 
留学・交流を支援。

３．エラスムス・ムンドゥス計画（Erasmus Mundus)
・

 

欧州と欧州以外の他の地域との高等教育機関における交流を

 
通して、欧州の大学間連携を強化し、欧州の高等教育の質と競

 
争力を改善することを目的。

• 第1期（2004－2008年）は予算総額2億3,000万ユーロにより、

 
修士課程１０３修士課程を設置、6,107の学生、1,077人の研究

 
者を支援、97プロジェクトを支援。

• 第2期（2009－2013年）は予算総額約4億9,369万ユーロによ

 
り、奨学金を含む修士課程、博士課程の設置支援（１万2,000人

 
の奨学金）、域外高等教育機関との連携促進、欧州高等教育機

 
関の魅力の充実のための支援を開始。

ＥＣ
・政策及びプログラミング
・参加大学の選定
・各国への予算配分

各国内担当機関
・プログラムの認定
・各大学への予算配分

各参加大学（約３０００校）
・教育・交流プログラムの作成・実施
・学生等への支援

学生（１８万人）、教官（３万人）が支援

２．エラスムス計画の構造

↓予算の流れ

↓予算の流れ

↓予算の流れ
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＜ヨーロッパ社会学プログラム＞
１．実施大学

・グラナダ大学（スペイン）
・カトリック・アイヒシュタット大学（ドイツ）
・ドレスデン工科大学（ドイツ）

２．概要
・参加を希望する学生は、所属大学で６０ＥＣＴＳ以上の単位を取得後、３大学に申請

→大学は、過去の成績評価や言語能力、モティベーションや研究計画等を審査して選抜
・参加学生は、３大学でそれぞれ６０ＥＣＴＳ以上の単位を取得し、３大学の共同学位を授与

→各国の異なる学術的・歴史的背景を理解しつつ、欧州全域的な見地や経験を得ることができ、高い学術・職

 
業能力を発揮

＜ヨーロッパ上級ネットワーク・テクノロジー・プログラム＞
１．実施大学

・カトリック・ジン・リーベン大学（ベルギー）
・リュブリャナ大学（スロベニア）
・メトロポリタン高等専門学校（フィンランド）
・ポルト工科大学（ポルトガル）
・ジローナ大学（スペイン）

２．概要
・１８０ＥＣＴＳ以上の単位を修得した、学士課程修了段階の学生を対象
・計算科学、情報工学、マルチメディア、テレコミュニケションなど、実践的な授業を履修
・授業は履修内容ごとに複数の大学で履修
・成績評価はＥＣＴＳに加え、独自の「コンピテンスカード」を使用して学生を評価
→欧州域内を通じて通用するコンピューターの専門家を育成

3-8 エラスムス計画におけるプログラムの具体例
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１．経緯
○欧州各国のカリキュラムの構造や履修単位の換算や教授方法を調整（tuning）し、各機関において単位や学位

 
の認定にかかる判断に資するための情報を提供

○２０００年に複数の大学のグループでスタートし、これまでに経営学・化学・地球科学・教育学・歴史学・数学・物

 
理学・ヨーロッパ学・看護学の９領域において、課程別の学位プログラムの整理や学習目標、学習量、評価、質

 
の向上等について整理

○チューニングは各機関に適用を強制するものではなく、各機関の自治と多様性を尊重することを強調。開発に

 
当たっては、各領域ごとにコーディネーターとなる機関のほか、エラスムス計画に参加する大学を中心に、欧州

 
域内で１５～２０の大学が調査に参加

○ボローニャ・プロセスとのかかわりについては、資格枠組に関するボローニャ・プロセスのワーキンググループ

 
の報告書において、学習成果を各国で共通に理解し定義づけるアプローチとしてチューニングが言及

２．チューニングのプロセス
①チューニング開始に当たっての基本的な条件の確認

・欧州レベルでのプログラムの社会的必要性
・企業や職業専門家等のステークホルダーとの協議の状況
・プログラムに対する学術的な観点からの関心
・各国間のプログラムの内容の比較可能性
・プログラムに関する必要な情報へのアクセス
・（国際プログラムに関して）関係機関のコミットメント（国際戦略、大学間協定等）、認定に関する関係国の法令

 
上の扱い、ＥＣＴＳ（欧州共通単位制度）への換算に関する合意の有無

②学位プロフィールの詳細の把握
③学習成果（知識、理解、技能）の観点からのプログラム内容の整理
④プログラム修了を通じて得られる一般的能力及び分野特有の能力の整理
⑤プログラムの内容や構造の整理
⑥望ましい学習成果を得るためのカリキュラムの整理
⑦教育・学習手法や評価方法の整理
⑧恒常的に質を向上させる評価システムの開発

3-9 チューニング・アプローチについて
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１．分野の概略
・ヨーロッパ学とは、ヨーロッパの国々と国家間関係の発展を多分野で学際的に分析する学問
・学位は、法学・経済学・政治学・国際関係論・歴史学・社会学・経営学などの諸分野を下に構成
・本分野は、各国の伝統や学部の在り方により構造、内容、教授・学習方法が異なるが、学位の目的や向上させるべき

 
能力の多くが共通しており、ヨーロッパ統合が喫緊の課題となる中において、チューニングの対象とする意義が大きい

２．達成指標
（学士課程）
・学際分野で活動できること
・適切な専門用語を用いて、自国語と国際語による口頭でのコミュニケーションができること
・分野間の関係性をも踏まえて、多分野研究を理解していること
・ヨーロッパ及びヨーロッパ統合についての諸概念を理解していること
・ＥＵ諸機関とその意志決定過程を理解していること

（修士課程）
・ヨーロッパにおける諸事情・変動・政治を国・地方いずれからも解釈できる能力
・複数の分野の方法論を統合的に用いる能力
・基礎的な手引きとなるような調査をする能力
・独自で活動できる能力
・ＥＵ政治を批判的に検証できる能力
・ヨーロッパ及びヨーロッパ統合についての諸概念を批判的に検証できる能力
・適切な専門用語を用いて、自国語と国際語による口頭でのコミュニケーションができること
・国際的に活動し、文化への造詣が深いこと

３．コア・カリキュラム
・ヨーロッパに関する思想・概念の知識
・ヨーロッパ統合に関する知識
・ヨーロッパの諸機関・政策決定に関する知識
・ＥＵ政策に関する知識
・世界の中のヨーロッパ
・学習領域での学習能力
・適切な専門用語を用いての、自国語と国際語による口頭でのコミュニケーション能力

3-10 チューニング・アプローチの例

（例：ヨーロッパ学）
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学習目標 教育活動 推定学生学習 評価（全コースを通じ
活動時間 た授業参加：１０％）

農業政策の原則とその経済政策と ２ チーム学習の口頭プレ○講義１：農業政策の原則とその経済政策との関連、ヨーロッパと世界における農業政策の発展
の関連、ヨーロッパと世界におけ ○講義２：ヨーロッパと世界の農業政策の構想 ２ ゼンテーション（１０
る農業政策の発展を理解する ○演習 ２ ％）

傾向・主な特徴・形態・資金源な ○講義３：傾向・主な特徴・形態・資金源などＥＵの一般農業政策 ４
どＥＵの一般農業政策を学生に周 ○個別研究 ８
知させる ○チーム学習等 ８

農業政策の手段の分析 ○講義４：農業政策の手段の分析 ４
○演習 ４

農業の持続的発展と農業製品化部 ○講義５：農業の持続的発展と農業製品化部門 １
門を知る ○講義に関する読書課題 １

環境問題の内実を知る ○講義６：環境問題の内実 １ チーム学習の口頭プレ
○演習 １ ゼンテーション（１０

％）
環境アセスメントへのアプローチ ○講義７：環境アセスメント ２
に転換していることを周知させる ○演習 ２

汚染の経済的分析の可能性を理解 ○講義８：汚染の経済的分析の可能性 ２
する ○演習 ２

天然資源の再利用と非再利用及び ○講義９：天然資源の再利用と非再利用 ２
経済的使用法を周知させる ○演習 ２

ＥＵの環境政策の原則を理解する ○講義１０：ＥＵの環境政策の原則 ２
○演習 ２
○チーム学習 ４
○個別研究 ６
○チーム学習の筆記と提示 ６

ＥＵの地域政策を理解する ○講義１１：ＥＵの地域政策 ６ プロジェクト学習の口
○チーム学習 ２ 頭プレゼンテーション
○ケーススタディ ２ （２０％）
○プロジェクト学習 １０
○個別のプロジェクト学習の発表 ６

地域の社会・環境の持続的発展を ○講義１２：地域の社会・環境の持続的発展を知る １
知る ○演習 １

課題の全体像を発展させる ○個別研究 ８０ 総合試験－筆記と口頭
○総合試験 ２ （５０％）

※修士レベルの例

※ＥＣＴＳ単位数：６単位（１単位あたり３０時間）

3-11 チューニングにおける各学習プログラムの科目群の例

（例：ヨーロッパのビジネスと経済学）
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4-1 これまでの諸外国への働きかけ

ＵＭＡＰ

 

(University Mobility in Asia and the Pacific：アジア太平洋大学交流機構）への支援

○高等教育分野における政府・非政府の代表からなる任意団体として、加盟各国との連携・協力の

 下、UMAP単位互換方式(UCTS: UMAP Credit Transfer Scheme）に基づく単位互換普及等によ

 り、地域内の学生交流を促進。
○我が国においては、日本学生支援機構が実施する留学生交流支援制度において、UMAP単位

 互換方式等特色ある単位互換を活用した短期留学プログラムを実施する大学に対して、奨学金等

 の割当を通じた支援。

二国間における学長会議や大学間ネットワークの形成・開催への支援

○我が国及び海外の大学間においては、二国間における交流の活発な大学を中心とした学長会

 議や、多国間における大学間ネットワークの形成が活発に行われている。

○国においても、学長会議への出席や、大学間ネットワーク形成などのグッド・プラクティスへの財

 政支援を実施。

日本学術振興会を通じた支援（拠点大学交流事業）
○アジア諸国の大学等研究機関における、特定テーマの共同研究やセミナーの開催等を支援。
○明確な共通研究分野を有する研究者留学生の受け入れが可能であり、各拠点大学に毎年1名

 以内の国費留学生の枠を設定。
○現在、分野ごとに相手国側研究機関からの対等なマッチングファンドを求める「アジア研究教育

 拠点事業」へと順次移行を図っている。

単位互換や成績評価など質の保証に重点を置いた政策の更なる展開が必要 23



44--22 国際化拠点整備事業
背景

○世界の有力大学間の競争が激化する中、日本の大学の国際化は不十分（特に、留学生比率や外

 国人教員比率は低調。）

○優秀な留学生や外国人教員の受入促進により、日本の大学の国際化、国際的に活躍できる日本

 人学生の育成を推進することが急務。

【英語による授業等の実施体制の構築】

・英語で学位が取得可能なコースの導入

→学部３３、大学院１２４コースを新たに設置

・専門科目を英語で授業を行うための教員の国際公募・任期付き外国人教員の配置

【留学生受入れに関する体制の整備】

・留学生に対する専門スタッフによる生活支援、就職支援や補完教育の実施

→留学生数：１万６千人（Ｈ２０）→５万人以上（Ｈ３２）

【戦略的な国際連携の推進】

・日本の全ての大学が共同利用可能な「海外大学共同利用事務所」の設置

→ロシア、チュニジア、インド、ウズベキスタン、ベトナム、エジプト、ドイツ、インドの８事務所

・大学間交流協定に基づく交換留学の拡大

東北大学、筑波大学、東京大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学、

慶應義塾大学、上智大学、明治大学、早稲田大学、同志社大学、立命館大学

選定大学

実施内容
国際化拠点整備事業の展開

24

平成２１年度予算額

 

３７億円

平成２２年度政府予算案

 

３０億円



平成２２年度政府予算案

５億円（新規）

【対応】

大学が、日中韓の協力強化が求められる共通の成長分野について、中国や韓国を中心とした地域からの外

 国人学生を受け入れ、産業界と連携して、実践的教育を提供する取組を重点的に支援する。

【事業内容】

日中韓等の大学間交流を通じた高度専門職業人育成事業

５件

 

×

 

100,000千円

 

（５件程度の拠点を５年間継続して支援）

・優秀な学生確保等のための日中韓等の大学間連携によるコンソーシアムの形成

・産業界との連携実績を基盤にした質の高い実践的な教育の提供（実務家教員の派遣等）

・支援分野は、三国間の協力強化が求められる共通の成長分野を対象

環境技術（環境保全・修復、水処理・水循環等）、資源開発・精製技術、

エネルギー（化石燃料有効利用、高効率エネルギー開発）、

情報通信（組み込みソフトウェア、アーキテクチャ等）

 

等

第２回日中韓サミット（平成21年10月10日）において、三国の大学間交流の促進が合意されたこと等を踏まえ、三

 
国の協力強化と成長の担い手となる高度かつ実践的な人材育成を図り、日中韓の協力強化と安定的で健全な発展

 
に寄与することが必要。

背景・課題

対応・事業内容

政策目標・効果

○本事業において日中韓等の大学間交流を促進するとともに、中国及び韓国を中心とした地域からの外国人学

 生を受け入れ、日本人学生と切磋琢磨する競争的環境を創出できるようにすることにより、我が国の国際競争力

 の強化を図り、日中韓の協力強化と安定的で健全な発展に寄与する。

44--33 日中韓等の大学間交流を通じた

 高度専門職業人材育成支援事業
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ASEAN10カ国：
メンバー大学19校

日本：
国内支援大学11校

ヤンゴン大学
ヤンゴン工科大学

チュラロンコン大学
モンクット王工科大学ラカバン
ブラパー大学

カンボジア工科大学

マレーシア科学大学
マラヤ大学

シンガポール国立大学
ナンヤン工科大学

ハノイ工科大学
ホーチミン工科大学

フィリピン大学
デラサール大学

• 北海道大学
• 慶応義塾大学
• 京都大学
• 九州大学
• 政策研究大学院大学
• 芝浦工業大学
• 東海大学
• 東京工業大学
• 豊橋技術科学大学
• 東京大学
• 早稲田大学

ラオス国立大学

バンドン工科大学
ガジャマダ大学

ブルネイ大学
ブルネイ工科大学

ASEAN各国の

工学系トップ大学

ASEAN10カ国：
メンバー大学19校

日本：
国内支援大学11校

ヤンゴン大学
ヤンゴン工科大学

チュラロンコン大学
モンクット王工科大学ラカバン
ブラパー大学

カンボジア工科大学

マレーシア科学大学
マラヤ大学

シンガポール国立大学
ナンヤン工科大学

ハノイ工科大学
ホーチミン工科大学

フィリピン大学
デラサール大学

• 北海道大学
• 慶応義塾大学
• 京都大学
• 九州大学
• 政策研究大学院大学
• 芝浦工業大学
• 東海大学
• 東京工業大学
• 豊橋技術科学大学
• 東京大学
• 早稲田大学

ラオス国立大学

バンドン工科大学
ガジャマダ大学

ブルネイ大学
ブルネイ工科大学

ASEAN各国の

工学系トップ大学

主に後発アセアン諸国

先発アセアン諸国

留学生の
研究参加

域内修士・博士
留学プログラム

共同研究
プログラム

コ
ア
プ
ロ
グ
ラ
ム

学生共同指導

研究指導

教
員
の
留
学

研
究
参
加

連
携

・促
進

大学間ネットワーク

メンバー大学

ホスト大学

メンバー大学

送り出し大学

日本

国内支援大学

参加活用

分野別セミナー
本邦教員派遣

メンバー大学教員本邦派遣
メンバー大学間相互派遣

留学促進活動

ネットワーク形成・拡充プログラム
本邦博士留学

本邦博士留学

サンドイッチ博士（短期研修）

主に後発アセアン諸国

先発アセアン諸国

留学生の
研究参加

域内修士・博士
留学プログラム

共同研究
プログラム

コ
ア
プ
ロ
グ
ラ
ム

学生共同指導

研究指導

教
員
の
留
学

研
究
参
加

連
携

・促
進

大学間ネットワーク

メンバー大学

ホスト大学

メンバー大学

送り出し大学

日本

国内支援大学

参加活用

分野別セミナー
本邦教員派遣

メンバー大学教員本邦派遣
メンバー大学間相互派遣

留学促進活動

ネットワーク形成・拡充プログラム

分野別セミナー
本邦教員派遣

メンバー大学教員本邦派遣
メンバー大学間相互派遣

留学促進活動

ネットワーク形成・拡充プログラム
本邦博士留学

本邦博士留学

サンドイッチ博士（短期研修）

・アジア経済危機を

 
契機に、産業発展

 
のための高度な技

 
術者を育成するた

 
め、日本の支援に

 
より、2003年から

 
アセアンの19大学

 
と日本の11大学が

 
ネットワークを形成。

共同研究のテーマ例共同研究のテーマ例

協力分野と各分野のハブ協力分野と各分野のハブ

・分野ごとに核とな

 
るホスト大学を定

 
め、日本の大学

 
が協力して、各大

 
学の自主的な取

 
組みにより、工学

 
教育の質を高め

 
ている。

・2008年までに、

 
444名が修士・博

 
士の学位を取得

 
し、質の高い技

 
術者として産業

 
界をリードする人

 
材が輩出されて

 
いる。

・2008年より、第2期

 
を開始。年間予算

 
約5億円（2009年

 
度）。

基幹分野 共同研究テーマ例

化学工学 産業排水処理、バイオマス

環境工学
アセアン都市圏の環境問題対策（廃棄物処理、汚水処理、

 

大気汚染防止、等）

製造工学 加工技術（切削、溶接、金型等）、製造管理技術、人間工学

材料工学 地域のバイオ材料の活用、産業を支える新素材

土木工学 都市交通計画、建築物の耐震構造、地盤改良工法

電気電子工学 携帯・無線通信ネットワーク技術

情報通信工学 域内言語の文字・音声処理技術、生体画像認識技術

機械・航空工学 機械の製作・維持管理・改良技術、産業用ロボット

地質・資源工学 地質災害対策（災害危険マップ、地すべり対策）、鉱物採掘技術

活動実績（活動実績（20072007年年55月まで）月まで）

・留学プログラム

 

合計

 

444人
・共同研究

 

168件

【経費実績】
2003 1.58億円
2004 3.83億円
2005 4.91億円
2006 6.18億円
2007 6.23億円

基幹分野 ホスト大学 国 幹事大学

化学工学 デラサール大学 フィリピン 東京工業大学

環境工学 フィリピン大学 東京工業大学

製造工学 マラヤ大学 マレーシア 慶応義塾大学

材料工学 マレーシア科学大学 豊橋技術科学大学

土木工学 チュラロンコン大学 タイ 北海道大学

電気電子工学 チュラロンコン大学 東京工業大学

情報通信工学 モンクット大学 東海大学

機械・航空工学 バンドン工科大学 インドネシア 豊橋技術科学大学

地質・資源工学 ガジャマダ大学 九州大学

全工学分野
シンガポール国立大学

 

ナンヤン工科大学
シンガポール なし

4-4

 
アセアン工学系高等教育ネットワーク（SEED-Net）
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・アジア諸国の大学等研究機関が特定テーマに関し、共同研究の推進・学術セミナーの開催等の学術交流を実施する。
・多様な学術上の研究成果をあげるとともに、アジアにおける研究者交流の促進及びアジア諸国の研究者養成を目的とする。
・共同研究の形態は二国間交流および多国間交流によるものがある。
・明確な共通研究分野を有する研究者留学生の受け入れが可能であり、各拠点大学に毎年1名以内の国費留学生の枠が設定されている。
・2005年度より、テーマ等の公募を実施し、相手国側研究機関からの対等なマッチングファンドを求める「アジア研究教育拠点事業」へ

 
と順次移行しており、本事業は平成22年をもって全課題が終了となる。

特 徴

■1977年の文部省の学術審議会建議に基づき、翌1977年より開始している大型プロジェクト

■当初、東南アジア諸国と実施し、その後、中国及び韓国が参加、2006年4月からはインドが

 
参加

●平成21年度拠点大学交流（2国間交流）

交流分野 拠点大学（日本） 相手国拠点大学

プラズマ・核融合 核融合科学研究所 中国科学院等離子体物理研究所

乾燥地研究 鳥取大学 中国科学院水利部水土保持研究所

都市環境 京都大学 中国・清華大学

有機・高分子材料工

 
学

東京工業大学 韓国高等科学技術院

水産学 北海道大学 韓国・釜慶大学

インターネット 九州大学 韓国・忠南大学

水産学 東京海洋大学 タイ・カセサート大学

薬学 富山大学
タイ・チュラロンコン大学，チュラボン研

 
究所

環境科学 京都大学 マレーシア・マラヤ大学

熱帯医学
長崎大学（熱帯医学研究

 
所）

ベトナム国立衛生疫学研究所

交流分野
研究

テーマ
拠点
大学

相手国拠点大学・機関

沿岸海洋

 
学

東アジ

 
ア・東

 
南アジ

 
ア沿

 
岸・辺

 
縁海の

 
物質輸

 
送過程

 
に関す

 
る研究

 
等

東京

 
大学

 
（海

 
洋研

 
究

 
所）

インドネシア・LIPI海洋

 
学研究センター

マレーシア工科大学

フィリピン大学

タイ・チュラロンコン大

 
学

ベトナム・海洋環境資

 
源研究所

加速器科

 
学

電子加

 
速器に

 
関する

 
研究等

高エ

 
ネル

 
ギー

 
加速

 
器研

 
究機

 
構

中国・高能物理研究所

韓国・浦項工科大学付

 
属加速器研究所

インド・先端技術セン

 
ター

●平成21年度拠点大学交流（多国間交流）

4-5 拠点大学交流事業（日本学術振興会）
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4-6 大学間ネットワークの例（工学分野）

１．芝浦工業大学

○ハノイ工科大学・ホーチミン市工科大学（ベトナム）、キングモンクット工科大学トンブリ校（タ

 イ）、バンドン工科大学・ガジャマダ大学（インドネシア）、マレーシア工科大学・マレーシア科学

 大学（マレーシア）と連携して、ダブル・ディグリー・プログラムを形成

○英語による授業（２００９年度は４１科目を開講）及び研究指導を実施するとともに、留学生の

 日本滞在中に必要な日常会話習得のための日本語教育を実施。また、日本のトップ企業から

 特別講師を招聘し、企業の現状を紹介する授業を開講し、大学院修了後の日本とのビジネス・

 文化交流の礎となることを期待

２．東京理科大学

○カリフォルニア大学（デイビス校、サンタクルーズ校、サンタバーバラ校）の３大学と連携し、学

 士課程段階で米国に留学して現地での英語能力の向上と単位互換認定される英語での専門

 科目履修による学修に自信を深めた学生が、修士課程で再び留学して複数の学位を取得する

 プログラムを実施

○JSPSサンフランシスコ研究連絡センター内に事務所を開設し、専任事務職員を配置して、留

 学中の学生支援や危機管理を行うとともに、夏季英語研修のコーディネート、米国の有力大

 学・研究機関との新規教育研究プログラムの開発や、産学官連携の国際化拠点として活用

各大学における重層的なネットワークの形成
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オーストラリア

日本中国

韓国

ニュージーランド

インド

※無印は2008年
*：2007年
**：2006年
***：2005年

ASEAN10か国
（域内移動）

 
6,189**★

※ASEANとの交流人数

 
のうち、★が付いてい

 
るものは、4か国（タイ、

 
マレーシア、インドネシ

 
ア、フィリピン）のみの

 
データ。

※数値は、複数の出典

 
に基づく。

72,766**

18,363**

3,324* 17,274*44,746*
57,504*

48,979*

3,582*

348 
*

約

 
35,000

約

 
70,000

2,008*

2,750*

24,523*

544

1,681*** 
★

448***★

392***★

916***
3,380***

347

11,35 
0

86

（参考）

 
東アジアサミット（ＥＡＳ）参加国間の留学生交流の現状
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